
  

  

ⅠⅠ  平平成成２２３３年年度度  

予予算算概概算算要要求求総総括括表表  
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（単位：億円） 

 

（注１）平成 22 年度予算額は、当初予算額である。 

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 

 

○  年金・医療等に係る経費については、前年度当初予算における年金・医療等に係る経        

費に相当する額に高齢化等に伴う自然増を加算した額の範囲内において要求することと

し、自然増部分についても、できる限り合理化・効率化に努めることとする。 

○ 「マニフェスト施策財源見合検討事項」の取扱いについては、安定的な財源の確保と

あわせて、予算編成過程において検討する。 

○ 予算編成過程で検討 

１ 子ども手当 1.3 万円の上積み分 

２ 雇用保険国庫負担本則戻し 

３ 求職者支援制度  等 

 

 

区  分 

平 成 22 年 度 

予  算  額 

（Ａ） 

平 成 23 年 度 

要 求 ･要 望 額 

（Ｂ） 

増△減額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）) 

増△減率 

 

(Ｃ)／(Ａ)

一 般 会 計 ２７５，５６１ ２８７，９５４

 

１２，３９３ ４．５％

 
年 金 ･ 医 療 等 

に 係 る 経 費 等 
２６２，６５２ ２７５，０１２ １２，３５９ ４．７％

総 予 算 組 替 え 

対 象 経 費 
１２，９０９ １１，６５５ △１，２５４ △９．７％

元 気 な 日 本 

復 活 特 別 枠 
― １，２８７ １，２８７ ― 

一般会計 

平平成成２２３３年年度度  厚厚生生労労働働省省予予算算概概算算要要求求総総括括表表 
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(単位：億円)  

 

 
（注１）平成22年度予算額は、当初予算額である。 
（注２）特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。ただし、労働保険特別会計に

おいては、徴収勘定を除いたものである。 
（注３）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 

平 成 22 年 度 

予  算  額 

（Ａ） 

平 成 23 年 度

要 求 額

（Ｂ） 

増△減額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）） 

増△減率 

 

（Ｃ）／（Ａ）

特 別 会 計 ８４２，６９３ ８４１，０３７ △１，６５６ △０．２％

労働保険 

特別会計 
５３，０７８ ４４，８９９ △８，１７９ △１５．４％

年金特別会計 ７８９，６１５ ７９６，１３８ ６，５２３ ０．８％

特別会計 
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